
少子化対策の抜本強化に向けた緊急提言 

我が国が、将来にわたり活力を維持し成長し続けていくためには、持続可能な経済成長に向け

て経済社会システムの転換を図っていく必要があります。何よりも経済成長の隘路となっている

少子高齢化という根本的な課題に真正面から取り組むことにより、国民の将来に対する不安を払

拭するとともに、国民一人ひとりが希望を持ち、生きがいを感じながら活躍できる環境を整える

ことが求められています。

 こうした中、政府においては、これまでの発想にとらわれない大胆かつ総合的な政策として「ニ

ッポン一億総活躍プラン」を５月にとりまとめるとともに、「骨太の方針」には大胆かつ説得力の

ある施策を盛り込むと表明したところです。

 こうしたことを踏まえ、少子化対策の抜本強化に向けた下記の内容を緊急に提言します。

(1) 結婚の希望を叶えるための総合的な支援策の拡充 

○地域少子化対策重点推進交付金の拡充と運用の弾力化

・地域の実情に応じた取組を継続・強化して実施するための財政措置の拡充と更なる運用

の弾力化 

・子育てに係る取組の対象事業への追加

○社会全体で若い世代の結婚を応援する機運の醸成に向けた施策の強化 

・結婚支援を官民協働で行う体制づくりや若い世代の居住支援などの地方が取り組む先進

事例への支援と全国への横展開 

・若者のライフプランの構築に向けた取組の全国展開 

・若者の安定した雇用に向けた就職支援・職場定着支援施策の充実 

(2) 妊娠・出産の希望を叶えるための総合的な支援策の拡充

○不妊治療への支援の拡充 

・特定不妊治療に対する助成額の引き上げや、一般不妊治療への助成、不妊治療の保険適

用化による経済的負担の軽減 

○小児・周産期医療の充実

・地域医療介護総合確保基金をはじめとする財源の安定的な確保と制度の自由度の向上に

よる、小児・周産期医療に係る人材の確保と医療従事者が働きやすい環境の整備

・離島等の遠隔地から妊婦健診を受診する際に要する交通費負担などへの支援 

(3) 子育ての希望を叶えるための総合的な支援策の拡充

○地域少子化対策重点推進交付金の対象事業の拡大 

   ・子育てに係る取組の対象事業への追加 ＜再掲＞ 

○子育て中も就業が可能となる多様な保育サービスの拡充 

（待機児童の解消に向けた対策の抜本強化と加速化） 

   ・保育士を確保するための賃金引き上げやキャリアアップ形成の促進などの処遇改善と資

格試験の機会の拡充、潜在保育士の就職・再就職支援の強化 

   ・保育の質の確保を含めた受け皿の拡大と多様な保育サービスを確保するための保育士配

置への十分な財政措置 

   ・保育士等の離職を防止するための働きやすい職場づくりや業務負担の軽減などの就業環

境の向上 
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 ・保育所等整備交付金や安心こども基金などによる保育所等の整備に関する地方への財政

的支援の継続・拡充 

・保育の受け皿整備等を促進するための保育所等の土地利用などに関する税制上の優遇措

置の創設 

（病児保育事業などの保育サービスの拡大） 

・病児保育事業などの保育サービスを拡大するために必要な医師や看護師、保育士の人材

確保と看護師等に対する病児保育研修などのスキルアップを図るための取組への十分

な財政措置 

   ・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の一層の拡充に向け

た要件緩和 

○子育て世帯の経済的負担の全般的な軽減 

・多子世帯やひとり親世帯に対する所得制限の緩和など、段階的な幼児教育・保育の無償

化の実現に向けた保育料軽減措置の拡充 

・無利子奨学金に係る貸与人員の拡大など有利子から無利子への流れの加速化と、より柔

軟な返還を可能とする所得連動返還型奨学金制度の創設 

   ・子どもの医療に関わる全国一律の制度の構築 

   ・国民健康保険制度における子どもの医療費助成に係る国庫負担金等の減額調整措置の早

急な廃止 

・子育て世帯に対する住宅改修等の支援や空き家の再生・活用のための支援制度の拡充、

多子世帯向け公営住宅の整備促進など子育て世帯への低廉で良質な住まいの提供 

・多子世帯に有利な税制・年金制度等の検討 

○仕事と子育ての両立に向けた働き方の見直し

  ・長時間労働の是正や育児休業取得期間の延長、育児休業給付金支給割合の引き上げ、キ

ャリア形成支援などによる仕事と子育てを両立できる職場環境づくりと、男性の育児参

画に向けた機運の醸成 

(4) 子ども・子育て支援新制度に必要な財源確保と更なる質の向上 

○子ども・子育て支援新制度の完全実施に向けた１兆円超の財源確保 

○新制度に係る様々な課題の改善方策などの検討  
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